
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 
 

開催日時：平成２８年１０月２５日（火）    ８：３２～８：４５ 

 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

 

出 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（総務大臣，内閣府特命担当大臣） 

金 田 勝 年 国務大臣（法務大臣） 

岸 田 文 雄 国務大臣（外務大臣） 

松 野 博 一 国務大臣（文部科学大臣） 

塩 崎 恭 久 国務大臣（厚生労働大臣） 

山 本 有 二 国務大臣（農林水産大臣） 

世 耕 弘 成 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

石 井 啓 一 国務大臣（国土交通大臣） 

山 本 公 一 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

稲 田 朋 美 国務大臣（防衛大臣） 

菅   義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

今 村 雅 弘 国務大臣（復興大臣） 

松 本   純 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

鶴 保 庸 介 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

石 原 伸 晃 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

山 本 幸 三 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

丸 川 珠 代 国務大臣 

陪 席 者：萩生田 光 一 内閣官房副長官 

野 上 浩太郎 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

横 畠 裕 介 内閣法制局長官 

 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

     ○一般案件      ５件 

     ○国会提出案件   １０件 

     ○公布（条約）    １件 

○政令        ６件 

○人事        ４件 

○配布        ４件 

     いずれも，案件表のとおり，決定等となった。 
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議事内容： 

○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

まず，閣議案件について，野上副長官から御説明申し上げます。 

○野上内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，「南スーダン国際

平和協力業務実施計画の変更」及び「同業務の実施の状況」について，御決定をお

願いいたします。本件は，同業務の実施期間を平成２９年３月３１日まで５か月間

延長等するものであり，決定の上は，実施計画の変更及び実施状況について，国会

に報告するものであります。あわせて，同計画の変更内容を反映する「南スーダン

国際平和協力隊の設置等に関する政令の一部を改正する政令」について，御決定を

お願いいたします。 

  次に，信・解任状に認証を仰ぐことについて，御決定をお願いいたします。本件

は，「ザンビア国」及び「ベトナム国」駐箚特命全権大使の異動に伴い，交付すべき

信任状及び解任状であります。 

  次に，恩赦２件について，御決定をお願いいたします。いずれも復権を行うもの

であります。 

  次に，質問主意書に対する答弁書９件について，お手元の資料のとおり，御決定

をお願いいたします。 

  次に，「国際水路機関条約改正議定書」の公布について，御決定をお願いいたしま

す。本議定書は，平成１８年の通常国会で承認を得たものであり，本年１１月８日

に効力が生ずるものであります。 

  次に，政令５件について，御決定をお願いいたします。まず，「平成２８年熊本地

震による災害についての激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する

政令の一部を改正する政令」は，同地震による激甚災害に係る中小企業者への災害

関係保証の特例について，適用期間を平成２９年１０月３１日まで延長するもので

あります。 

  次に，「国家戦略特別区域法施行令の一部を改正する政令」は，同区域内で外国人

を対象にいわゆる民泊として滞在させる施設の事業要件について，使用期間の下限

を短縮するとともに滞在者名簿の備え付け等の要件を新たに加えるものでありま

す。 

  次に，「在外公館に勤務する外務公務員の在勤基本手当の額等を定める政令の一

部を改正する政令」は，最近の為替相場の変動等の事情を勘案して，在外公館に勤

務する外務公務員に支給する在勤基本手当の額を改定するものであります。 

  次に，「高圧ガス保安法施行令の一部を改正する政令」は，高圧ガスの保安技術の

向上に鑑み，同法の規定の適用を受けない高圧ガスの範囲を拡大する等の措置を講

ずるものであります。 

  次に，「航空法特例法施行令の一部を改正する政令」は，アメリカ合衆国軍隊の航

空機等の飛行に影響を及ぼすおそれのあるレーザー光の照射等の行為について，同

法の規定の適用対象とするものであります。 

  次に，人事案件について，申し上げます。まず，外務省大臣官房参事官四方敬之 
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外１名に日中漁業共同委員会委員たる日本政府代表を命免することについて，御決

定をお願いいたします。 

  次に，裁判官人事といたしまして，判事兼簡易裁判所判事に任命するものについ

て，御決定をお願いいたします。 

  次に，山下昌司外１３０名の叙位又は叙勲等について，御決定をお願いいたしま

す。 

  次に，件名外案件について，申し上げます。まず，「航空協定の付表の改正に関す

る書簡」をイスラエルとの間に交換することについて，御決定をお願いいたします。

本件は，航空自由化を促進する観点から，新たな路線を定める等の両国の指定航空

企業の航空運送路線を改正することについて，取り極めるものであります。なお，

明日の書簡交換まで不公表といたしたいので，御了承をお願いいたします。 

  次に，「円借款の供与に関する書簡」をフィリピンとの間に交換することについ

て，御決定をお願いいたします。本件は，「沿岸警備隊海上安全対応能力強化計画」

外１件に，約２１４億円を限度とする円借款を供与することについて，取り極める

ものであります。なお，明日の書簡交換まで不公表といたしたいので，御了承をお

願いいたします。 

次に，件名外の人事案件について，申し上げます。平成２８年秋の褒章７９２名

について，御決定をお願いいたします。なお，発令日までの間に死亡した者につき

ましては，遺族追賞等の手続きをとることとし，また，褒章を授与することがふさ

わしくない事由が生じた候補者につきましては，その発令を留保することとしてお

ります。報道関係の取扱いにつきましては，１１月２日午前５時から報道解禁とな

っておりますので，特に御留意いただきますようお願いいたします｡ 

○菅国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

御発言はございますか。 

無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 
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                 平成 28年 

                 10 月 25日 

 

◎一般案件 

   ○南スーダン国際平和協力業務実施計画の変更につ  
いて（決定）   （内閣府本府・外務・防衛省）  

   ☆ザンビア国駐箚特命全権大使側嶋秀展外１名に交

付すべき信任状及び前任特命全権大使小井沼紀芳

外１名の解任状につき認証を仰ぐことについて  
（決定）              （外務省）  

〃  ☆恩赦について（決定）       （内閣官房） 

 

◎国会提出案件 

   ○南スーダン国際平和協力業務の実施の状況につい  
て（決定）    （内閣府本府・外務・防衛省）  

     1. 衆議院議員仲里利信（無）提出沖縄・地域安  
全パトロール隊の実績と効果，予算措置の在  
り方等に関する質問に対する答弁書について  
（決定）          （内閣府本府）  

 〃  ○  1. 衆議院議員井坂信彦（民進）提出ＮＨＫの受  
信料徴収にかける費用に関する質問に対する  
答弁書について（決定）     （総務省）  

1. 衆議院議員初鹿明博（民進）提出日印原子力  
協定と核軍縮・核不拡散の関係に関する質問  
に対する答弁書について（決定）（外務省）  

1. 衆議院議員井坂信彦（民進）提出いわゆる年 

金カット法案の「賃金スライド徹底ルール」 

に関する質問に対する答弁書について 

（決定）          （厚生労働省） 

1. 衆議院議員緒方林太郎（民進）提出農林水産 

省の情報公開に関する質問に対する答弁書に 

ついて（決定）       （農林水産省） 

 

（ 火 ）閣 議 案 件 

資 料  
な し  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  
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1. 衆議院議員緒方林太郎（民進）提出ＳＢＳ米  
に関する質問に対する答弁書について  
（決定）          （農林水産省）  

1. 参議院議員野田国義（民進）提出多面的機能 

支払交付金の支払に関する質問に対する答弁 

書について（決定）        （同上） 

1. 衆議院議員田島一成（民進）提出太陽光発電 

施設の設置の在り方に関する質問に対する答 

弁書について（決定）    （経済産業省） 

1. 衆議院議員仲里利信（無）提出米国海兵隊の 

ハリアー戦闘攻撃機墜落事故の原因究明と飛 

行再開に対する日米両政府の対応等に関する 

質問に対する答弁書について（決定） 

      （防衛省） 

 

◎公布（条約） 

☆国際水路機関条約の改正議定書（決定 )( 外務省） 

 

◎政  令 

○平成２８年熊本地震による災害についての激甚災 

害及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する 

政令の一部を改正する政令（決定） 

（内閣府本府・財務・経済産業省）  
〃  ○国家戦略特別区域法施行令の一部を改正する政令 

（決定）            （内閣府本府）  
〃  ○南スーダン国際平和協力隊の設置等に関する政令  

の一部を改正する政令（決定）  
（内閣府本府・外務・財務・防衛省）  

〃  ○在外公館に勤務する外務公務員の在勤基本手当の 

額，住居手当に係る控除額及び限度額並びに子女 

教育手当に係る自己負担額を定める政令の一部を 

改正する政令（決定）        （外務省） 

 

資 料  
あ り  

資 料  
な し  
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 ○高圧ガス保安法施行令の一部を改正する政令 

（決定）            （経済産業省） 

〃  ○日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安 

全保障条約第６条に基づく施設及び区域並びに日 

本国における合衆国軍隊の地位に関する協定及び 

日本国における国際連合の軍隊の地位に関する協 

定の実施に伴う航空法の特例に関する法律施行令 

の一部を改正する政令（決定）  （国土交通省） 

 

      ◎人  事 

   ☆外務省大臣官房参事官兼アジア大洋州局四方敬之 

外１名に日中漁業共同委員会委員たる日本政府代 

表を命免することについて（決定） 

   ☆白石篤史を判事兼簡易裁判所判事に任命すること 

について（決定） 

   ☆元姫路市議会議員山下昌司外１３０名の叙位又は 

叙勲等について（決定） 

 
◎配  布 

☆衆議院東京都第１０区選出議員補欠選挙結果調 

（総務省） 

☆衆議院福岡県第６区選出議員補欠選挙結果調 

（同上） 

☆富山県知事選挙結果調         （同上） 

☆岡山県知事選挙結果調         （同上） 

 

 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
な し  
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                 平成 28 年 

                 10 月 25 日 

 

◎一般案件 

   ○航空業務に関する日本国政府とイスラエル国政府

との間の協定の付表の改正に関する書簡の交換に

ついて（決定）           （外務省） 

〃  ○円借款の供与に関する日本国政府とフィリピン共

和国政府との間の２の書簡の交換について  
（決定）               （同上）  

 

      ◎人  事 

   ○平成２８年秋の褒章について（決定） 

 
 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 

 

 

 

 

 件 名 外 案 件 （ 火 ）

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  
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